
JP 2017-22138 A 2017.1.26

10

(57)【要約】
【課題】多原色ピクセルとして使用され得るデバイスを
提供する。
【解決手段】第１の有機発光デバイス、第２の有機発光
デバイス、第３の有機発光デバイス、および第４の有機
発光デバイスを具備する。前記デバイスは、４つのサブ
ピクセルを有するディスプレイのピクセルであってよい
。第１のデバイスは赤色光を発し、第２のデバイスは緑
色光を発し、第３のデバイスは明るい青色の光を発し、
第４のデバイスは深い青色の光を発してよい。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の有機発光デバイスと、
　第２の有機発光デバイスと、
　第３の有機発光デバイスと、
　第４の有機発光デバイスとを備えるデバイスであって、
　前記第１の有機発光デバイスは、６００～７００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第１の発光材料を有する第１の発光層を含み、前記第１の発光材料は
燐光性であり、
　前記第２の有機発光デバイスは、５００～６００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第２の発光材料を有する第２の発光層を含み、前記第２の発光材料は
燐光性であり、
　前記第３の有機発光デバイスは、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第３の発光材料を有する第３の発光層を含み、前記第３の発光材料は
燐光性であり、
　前記第４の有機発光デバイスは、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第４の発光材料を有する第４の発光層を含み、
　前記第４の有機発光デバイスによる発光の可視スペクトル内におけるピーク波長は、前
記第３の有機発光デバイスによる発光の可視スペクトルにおけるピーク波長よりも少なく
とも４ｎｍ短い、デバイス。
【請求項２】
　前記第３の有機発光デバイスは、４７０～５００ｎｍの可視スペクトルにピーク波長を
有する光を発し、
　前記第４の有機発光デバイスは、４００～４７０ｎｍの可視スペクトルにピーク波長を
有する光を発する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記第３の有機発光デバイスは、ＣＩＥｘ座標が０．２未満であり、ＣＩＥｙ座標が０
．５未満である光を発し、
　前記第４の有機発光デバイスは、ＣＩＥｙ座標が０．１５未満である光を発する、請求
項２に記載のデバイス。
【請求項４】
　前記第３の有機発光デバイスによる発光のＣＩＥ座標と前記第４の有機発光デバイスに
よる発光のＣＩＥ座標は、ＣＩＥｘ座標における差異とＣＩＥｙ座標における差異の和が
少なくとも０．０１より大きくなるように十分異なる、請求項３に記載のデバイス。
【請求項５】
　前記第４の発光材料は蛍光性である、請求項２に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記第４の発光材料は燐光性である、請求項２に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記第１の有機発光デバイス、前記第２の有機発光デバイス、前記第３の有機発光デバ
イス及び第４の有機発光デバイスのそれぞれは、同一の表面積を有する、請求項２に記載
のデバイス。
【請求項８】
　前記第１、第２、第３および第４の有機発光デバイスの少なくとも１つは、それ以外の
前記第１、第２、第３および第４の有機発光デバイスとは異なる表面積を有する、請求項
２に記載のデバイス。
【請求項９】
　前記デバイスはフルカラーディスプレイの一部である、請求項２に記載のデバイス。
【請求項１０】
　前記第１、第２、第３および第４の有機発光デバイスは、四分割パターンで配置されて
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いる、請求項２に記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記第１、第２、第３および第４の有機発光デバイスは、列で配置されている、請求項
２に記載のデバイス。
【請求項１２】
　前記第３および第４の有機発光デバイスの発光材料は同一の材料であり、前記第４の有
機発光デバイスはマイクロキャビティを含む、請求項２に記載のデバイス。
【請求項１３】
　前記デバイスは消費者製品である、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１４】
　第１の有機発光デバイスと、
　第２の有機発光デバイスと、
　第３の有機発光デバイスと、
　第４の有機発光デバイスとを備えるデバイスであって、
　前記第１の有機発光デバイスは、６００～７００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第１の発光材料を有する第１の発光層を含み、前記第１の発光材料は
燐光性であり、
　前記第２の有機発光デバイスは、５００～６００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第２の発光材料を有する第２の発光層を含み、前記第２の発光材料は
燐光性であり、
　前記第３の有機発光デバイスは、０．２５未満のＣＩＥｙ座標を有する光を発し、第３
の発光材料を有する第３の発光層を含み、前記第３の発光材料は燐光性であり、
　前記第４の有機発光デバイスは、前記第３の有機発光デバイスによる発光よりも少なく
とも０．０２小さいＣＩＥｙ座標を有する光を発し、第４の発光材料を有する第４の発光
層を含む、デバイス。
【請求項１５】
　第１、第２、第３および第４の有機発光デバイスを備えるデバイスを、該デバイスが所
望のＣＩＥ座標を有する光を発するように操作する方法であって、
　前記第１の有機発光デバイスは、６００～７００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第１の発光材料を有する第１の発光層を含み、前記第１の発光材料は
燐光性であり、
　前記第２の有機発光デバイスは、５００～６００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第２の発光材料を有する第２の発光層を含み、前記第２の発光材料は
燐光性であり、
　前記第３の有機発光デバイスは、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第３の発光材料を有する第３の発光層を含み、前記第３の発光材料は
燐光性であり、
　前記第４の有機発光デバイスは、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第４の発光材料を有する第４の発光層を含み、
　前記第４の有機発光デバイスによる発光の可視スペクトル内におけるピーク波長は、前
記第３の有機発光デバイスによる発光の可視スペクトルにおけるピーク波長よりも少なく
とも４ｎｍ短く、
　前記第１、第２および第３のデバイスによる発光のＣＩＥ座標は、ＣＩＥ空間内に第１
の三角形を定め、
　前記第１、第３および第４のデバイスによる発光のＣＩＥ座標は、ＣＩＥ空間内に第２
の三角形を定め、
　前記第２、第３および第４のデバイスによる発光のＣＩＥ座標は、ＣＩＥ空間内に第３
の三角形を定め、
　前記方法は、
　前記所望のＣＩＥ座標が前記第１の三角形内にある場合に、第１、第２および第３のデ
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バイスから発光させ、第４のデバイスからは発光させないことにより、前記所望のＣＩＥ
座標を有する光の発光を達成すること、
　前記所望のＣＩＥ座標が前記第２の三角形内にある場合に、第１、第３および第４のデ
バイスから発光させ、第２のデバイスからは発光させないことにより、前記所望のＣＩＥ
座標を有する光の発光を達成すること、
　前記所望のＣＩＥ座標が前記第３の三角形内にある場合に、第２、第３および第４のデ
バイスから発光させ、第１のデバイスからは発光させないことにより、前記所望のＣＩＥ
座標を有する光の発光を達成することを含む、方法。
【請求項１６】
　前記第３の有機発光デバイスは、４７０～５００ｎｍの可視スペクトルにピーク波長を
有する光を発し、
　前記第４の有機発光デバイスは、４００～４７０ｎｍの可視スペクトルにピーク波長を
有する光を発する、請求項１５に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は、３５Ｕ．Ｓ．Ｃ．§１１９（ｅ）のもと、２００８年１０月１日に提出され、
その全体が参照により本明細書に明確に組み込まれる米国仮出願第６１／１０１７５７に
対する優先権の利益を主張する。
【０００２】
　特許請求の範囲に記載した発明は、共同の大学・企業研究契約（ｊｏｉｎｔ　ｕｎｉｖ
ｅｒｓｉｔｙ　ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　ｒｅｓｅａｒｃｈ　ａｇｒｅｅｍｅｎｔ）に関
わる１つ以上の以下の団体：ミシガン大学の評議員、プリンストン大学、サザン・カリフ
ォルニア大学、およびユニバーサルディスプレイコーポレーションにより、１つ以上の団
体によって、１つ以上の団体のために、および／または１つ以上の団体と共同して行われ
た。上記契約は、特許請求の範囲に記載した発明が成される以前に発効しており、特許請
求の範囲に記載した発明は、この契約の範囲内で行われる活動の結果としてなされた。
【０００３】
　本発明は有機発光デバイスに関し、より詳細には、明るい青色および深い青色を与える
ための有機発光デバイスの使用に関する。
【背景技術】
【０００４】
　有機材料を用いるオプトエレクトロニクスデバイスは、多くの理由によりますます望ま
しいものとなってきている。そのようなデバイスを作るために用いられる多くの材料は、
相対的に安価であり、そのため有機オプトエレクトロニクスデバイスは、無機デバイスに
対してコスト上の優位性についての潜在力を持っている。加えて、有機材料固有の特性、
例えばそれらの柔軟性は、それらをフレキシブルな基板上への作製のような特定の用途に
非常に適したものにし得る。有機オプトエレクトロニクスデバイスの例には、有機発光デ
バイス（ＯＬＥＤ）、有機光トランジスタ、有機光電池、および有機光検出器が含まれる
。ＯＬＥＤについては、有機材料は、従来の材料に対して性能的優位性を有し得る。例え
ば、有機発光層が発光する波長は、一般に、適切なドーパントで容易に調節され得る。
【０００５】
　ＯＬＥＤは、デバイスを横切って電圧を印加した場合に光を発する薄い有機膜を使用す
る。ＯＬＥＤは、フラットパネルディスプレイ、照明、およびバックライトのような用途
で使用するためのますます興味深い技術となってきている。いくつかのＯＬＥＤ材料およ
び構成は、特許文献１、特許文献２、および特許文献３に記載されており、これらの明細
書は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる。
【０００６】
　燐光発光分子に対する１つの用途は、フルカラーディスプレイである。そのようなディ
スプレイに対する業界標準は、ピクセルが「飽和」色と呼ばれる特定の色を発光するよう
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に適応することを要求する。特に、これらの標準は、飽和した赤色、緑色、および青色の
ピクセルを要求する。色は、ＣＩＥ座標を用いて測定されてよく、これは当該分野で周知
である。
【０００７】
　緑色発光分子の一例は、トリス（２－フェニルピリジン）イリジウム［Ｉｒ（ｐｐｙ）

３と表す］であり、以下の式Ｉの構造を有する：
【０００８】
【化１】

【０００９】
　ここおよびこれより後の図において、我々は、窒素から金属（ここではＩｒ）までの供
与結合を直線で示す。
【００１０】
　ここで使用する場合、「有機」という用語には、有機オプトエレクトロニクスデバイス
を作製するために使用することができるポリマー物質ならびに小分子有機物質が含まれる
。「小分子」とは、ポリマーではないいずれかの有機物質を意味し、「小分子」は、実際
は非常に大きくてもよい。小分子は、いくつかの状況では繰り返し単位を含んでもよい。
例えば、置換基として長鎖アルキル基を使用することは、分子を「小分子」の分類から排
除しない。小分子は、例えばポリマー主鎖上のペンダント基として、あるいは主鎖の一部
として、ポリマー中に組み込まれてもよい。小分子は、コア部分に構築された一連の化学
的殻からなるデンドリマーのコア部分として働くこともできる。デンドリマーのコア部分
は、蛍光または燐光小分子発光体であってよい。デンドリマーは「小分子」であってよく
、ＯＬＥＤの分野で現在使用されている全てのデンドリマーが小分子であると考えられる
。
【００１１】
　ここで使用する場合、「トップ（ｔｏｐ）」とは基板から最も離れていることを意味し
、一方、「ボトム（ｂｏｔｔｏｍ）」とは基板に最も近いことを意味する。第１の層が第
２の層の「上に配置される」として記載されている場合、第１の層は基板からより離れて
配置される。第１の層が第２の層と「接触している」と特定されていない限り、第１の層
と第２の層の間に別の層があってよい。例えば、カソードとアノードの間に種々の有機層
があったとしても、カソードはアノードの「上に配置される」と記載され得る。
【００１２】
　ここで使用される場合、「溶液処理可能」とは、溶液または懸濁液形態のいずれかで、
液体媒体中に溶解、分散、または輸送でき、および／または液体媒体から堆積され得るこ
とを意味する。
【００１３】
　配位子は、それが発光材料の光活性特性に直接寄与すると考えられる場合、「光活性」
と呼ぶことができる。配位子は、それが発光材料の光活性特性に寄与しないと考えられる
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場合、「補助」と呼ぶことができるが、補助配位子は光活性配位子の特性を変化させ得る
。
【００１４】
　ここで使用する場合、および当業者により一般的に理解されているように、第１の「最
高被占軌道」（ＨＯＭＯ）または「最低空軌道」（ＬＵＭＯ）エネルギー準位は、第１の
エネルギー準位が真空のエネルギー準位により近い場合、第２のＨＯＭＯまたはＬＵＭＯ
のエネルギー準位よりも「大きい」か、または「高い」。イオン化ポテンシャル（ＩＰ）
は、真空準位に対する負のエネルギーとして測定されるため、より高いＨＯＭＯエネルギ
ー準位は、より小さな絶対値を有するＩＰ（より負の程度が小さいＩＰ）に相当する。同
様に、より高いＬＵＭＯエネルギー準位は、より小さな絶対値を有する電子親和力（ＥＡ
）（より負の程度が小さいＥＡ）に相当する。上端（トップ）を真空準位とする従来のエ
ネルギー準位ダイアグラム上では、物質のＬＵＭＯエネルギー準位は、同じ物質のＨＯＭ
Ｏエネルギー準位よりよりも上である。「より高い」ＨＯＭＯまたはＬＵＭＯエネルギー
準位は、「より低い」ＨＯＭＯまたはＬＵＭＯエネルギー準位よりも、そのようなダイア
グラム上の上端（トップ）近くに現れる。
【００１５】
　ここで使用する場合、および当業者により一般的に理解されているように、第１の仕事
関数は、第１の仕事関数がより高い絶対値を有する場合、第２の仕事関数よりも「大きい
」か、または「高い」。仕事関数は、一般的に真空準位に対する負の数として測定される
ため、これは、「より高い」仕事関数はより負の程度が大きいことを意味する。上端（ト
ップ）を真空準位とする従来のエネルギー準位ダイアグラム上では、「より高い」仕事関
数は、真空レベルから下の方向により離れて図示される。それ故、ＨＯＭＯおよびＬＵＭ
Ｏエネルギー準位は、仕事関数とは異なる規則に従う。
【００１６】
　ＯＬＥＤおよび上述した定義についての詳細は、その全体が参照により本明細書中に組
み込まれる特許文献４に見られる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１７】
【特許文献１】米国特許第５８４４３６３号明細書
【特許文献２】米国特許第６３０３２３８号明細書
【特許文献３】米国特許第５７０７７４５号明細書
【特許文献４】米国特許第７２７９７０４号明細書
【特許文献５】米国特許第４７６９２９２号明細書
【特許文献６】米国特許出願公開第２００３／０２３０９８０号明細書
【特許文献７】米国特許第５７０３４３６号明細書
【特許文献８】米国特許第６０９７１４７号明細書
【特許文献９】米国特許出願公開第２００４／０１７４１１６号明細書
【特許文献１０】米国特許第５２４７１９０号明細書
【特許文献１１】米国特許第６０９１１９５号明細書
【特許文献１２】米国特許第５８３４８９３号明細書
【特許文献１３】米国特許第６０１３９８２号明細書
【特許文献１４】米国特許第６０８７１９６号明細書
【特許文献１５】米国特許第６３３７１０２号明細書
【特許文献１６】米国特許出願第１０／２３３４７０号
【特許文献１７】米国特許第６２９４３９８号明細書
【特許文献１８】米国特許第６４６８８１９号明細書
【特許文献１９】米国特許出願公開第２００５／０２５８４３３号明細書
【非特許文献】
【００１８】
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【非特許文献１】Ｂａｌｄｏ　ｅｔ　ａｌ．，“Ｈｉｇｈｌｙ　Ｅｆｆｉｃｉｅｎｔ　Ｐ
ｈｏｓｐｈｏｒｅｓｃｅｎｔ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　ｆｒｏｍ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｅｌｅｃ
ｔｒｏｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｔ　Ｄｅｖｉｃｅｓ”，Ｎａｔｕｒｅ，ｖｏｌ．３９５，１
５１－１５４，１９９８
【非特許文献２】Ｂａｌｄｏ　ｅｔ　ａｌ．，“Ｖｅｒｙ　ｈｉｇｈ－ｅｆｆｉｃｉｅｎ
ｃｙ　ｇｒｅｅｎ　ｏｒｇａｎｉｃ　ｌｉｇｈｔ－ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｅｖｉｃｅｓ　
ｂａｓｅｄ　ｏｎ　ｅｌｅｃｔｒｏｐｈｏｓｐｈｏｒｅｓｃｅｎｃｅ”，Ａｐｐｌ．Ｐｈ
ｙｓ．Ｌｅｔｔ．，ｖｏｌ．７５，Ｎｏ．３，４－６（１９９９）
【非特許文献３】Ｍ．Ｓ．Ｗｅａｖｅｒ，Ｖ．Ａｄａｍｏｖｉｃｈ，Ｂ．Ｄ’Ａｎｄｒａ
ｄｅ，Ｂ．Ｍａ，Ｒ．Ｋｗｏｎｇ，ａｎｄ　Ｊ．Ｊ．Ｂｒｏｗｎ，Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇ
ｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕ
ｒｉｎｇ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ，ｐｐ．３２８－３３１（２００７）
【非特許文献４】Ｂ．Ｄ’Ａｎｄｒａｄｅ，Ｍ．Ｓ．Ｗｅａｖｅｒ，Ｐ．Ｂ．ＭａｃＫｅ
ｎｚｉｅ，Ｈ．Ｙａｍａｍｏｔｏ，Ｊ．Ｊ．Ｂｒｏｗｎ，Ｎ．Ｃ．Ｇｉｅｂｉｎｋ，Ｓ．
Ｒ．Ｆｏｒｒｅｓｔ　ａｎｄ　Ｍ．Ｅ．Ｔｈｏｍｐｓｏｎ，Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｆｏｒ　Ｉ
ｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｄｉｇｅｓｔ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｐ
ａｐｅｒｓ　３４，２，ｐｐ．７１２－７１５（２００８）
【非特許文献５】Ｍａｓａｋａｚｕ　Ｆｕｎａｈａｓｈｉ　ｅｔ　ａｌ．，Ｓｏｃｉｅｔ
ｙ　ｆｏｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｄｉｇｅｓｔ　ｏｆ　Ｔｅｃｈ
ｎｉｃａｌ　Ｐａｐｅｒｓ　４７，３，ｐｐ．７０９－７１１（２００８）
【非特許文献６】Ｂａｅｋ－ｗｏｏｎ　Ｌｅｅ，Ｙｏｕｎｇ　Ｉｎ　Ｈｗａｎｇ，Ｈａｅ
－ｙｅｏｎ　Ｌｅｅ　ａｎｄ　Ｃｈｉ　Ｗｏｏ　Ｋｉｍ　ａｎｄ　Ｙｏｕｎｇ－ｇｕ　Ｊ
ｕ，Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｆｏｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｄｉｇｅｓｔ
　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｐａｐｅｒｓ　６８，４，ｐｐ．１０５０－１０５３（２
００８）
【非特許文献７】Ａ．Ａｒｎｏｌｄ，Ｔ．Ｋ．Ｈａｔｗａｒ，Ｍ．Ｈｅｔｔｅｌ，Ｐ．Ｋ
ａｎｅ，Ｍ．Ｍｉｌｌｅｒ，Ｍ．Ｍｕｒｄｏｃｈ，Ｊ．Ｓｐｉｎｄｌｅｒ，Ｓ．Ｖ．Ｓｌ
ｙｋｅ，Ｐｒｏｃ．　Ａｓｉａ　Ｄｉｓｐｌａｙ（２００４）
【非特許文献８】Ｊ．Ｐ．Ｓｐｉｎｄｌｅｒ，Ｔ．Ｋ．Ｈａｔｗａｒ，Ｍ．Ｅ．Ｍｉｌｌ
ｅｒ，Ａ．Ｄ．Ａｒｎｏｌｄ，Ｍ．Ｊ．Ｍｕｒｄｏｃｈ，Ｐ．Ｊ．Ｌａｎｅ，Ｊ．Ｅ．Ｌ
ｕｄｗｉｃｋｉ　ａｎｄ　Ｓ．Ｖ．Ｓｌｙｋｅ，ＳＩＤ　２００５　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉ
ｏｎａｌ　Ｓｙｍｐｏｓｉｕｍ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｄｉｇｅｓｔ　３６，１，ｐｐ．
３６－３９（２００５）
【非特許文献９】Ｄｕ－Ｚｅｎ　Ｐｅｎｇ，Ｈｓｉａｎｇ－Ｌｕｎ，Ｈｓｕ　ａｎｄ　Ｒ
ｙｕｊｉ　Ｎｉｓｈｉｋａｗａ，Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ　２３，２，
ｐｐ．１２－１８（２００７）
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　多原色ピクセル（ｍｕｌｔｉ－ｃｏｌｏｒ　ｐｉｘｅｌ）として使用され得るデバイス
が提供される。前記デバイスは、第１の有機発光デバイス、第２の有機発光デバイス、第
３の有機発光デバイス、および第４の有機発光デバイスを具備する。前記デバイスは、４
つのサブピクセルを有するディスプレイのピクセルであってよい。
【００２０】
　第１の有機発光デバイスは赤色光を発光し、第２の有機発光デバイスは緑色光を発光し
、第３の有機発光デバイスは明るい青色の光を発光し、第４の有機発光デバイスは、深い
青色の光を発光する。第３のデバイスと第４のデバイスのピーク発光波長は、少なくとも
４ｎｍ異なる。ここで使用する場合、「赤色」は、６００～７００ｎｍの可視スペクトル
内にピーク波長を有することを意味し、「緑色」は、５００～６００ｎｍの可視スペクト
ル内にピーク波長を有することを意味し、「明るい青色」は、４７０～５００ｎｍの可視
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スペクトル内にピーク波長を有することを意味し、「深い青色」は、４００～４７０ｎｍ
の可視スペクトル内にピーク波長を有することを意味する。
【００２１】
　第１、第２および第３の有機発光デバイスは、それぞれ、デバイスを横切って適切な電
圧が加えられた場合に発光する燐光性有機材料を含む発光層を有する。第４の有機発光デ
バイスは、燐光性または蛍光性であってよく、デバイスを横切って適切な電圧が加えられ
た場合に発光する有機発光材料を含む発光層を有する。
【００２２】
　第１、第２、第３および第４の有機発光デバイスは、同じ表面積を有してもよく、また
は異なる表面積を有してもよい。第１、第２、第３および第４の有機発光デバイスは、四
角形のパターン、列、またはいくつかの他のパターンで配置されてよい。
【００２３】
　デバイスは、いずれかの特定のＣＩＥ座標のために４つのうち最大３つのデバイスを使
用することにより、所望のＣＩＥ座標を有する光を発光するように操作されてよい。深い
青色のデバイスの使用は、赤色、緑色および深い青色のデバイスのみを有するディスプレ
イと比較して、有意に低下し得る。
【００２４】
　デバイスは、消費者製品（ｃｏｎｓｕｍｅｒ　ｐｒｏｄｕｃｔ）であってよい。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】有機発光デバイスを示す。
【図２】独立した電子輸送層を有さない、倒置型有機発光デバイスを示す。
【図３】１９３１ＣＩＥ色度図を示す。
【図４】色域も示す１９３１ＣＩＥ色度図を示す。
【図５】種々のデバイスに対するＣＩＥ色度を示す。
【図６】４つのサブピクセルを有するピクセルに対する種々の配置を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　一般的に、ＯＬＥＤは、陽極と陰極の間に配置され、これらと電気的に結び付けられた
少なくとも１の有機層を含む。電流が印加された場合、陽極は正孔を有機層に注入し、陰
極は電子を有機層に注入する。注入された正孔および電子は、それぞれ、逆に荷電した電
極に向かって移動する。電子および正孔が同じ分子上に局在する場合、励起されたエネル
ギー状態を有する局在性の電子－正孔対である「励起子」が生成される。光は、励起子が
光電子放出メカニズムを介して失活する際に発せられる。いくつかの場合において、励起
子は、エキサイマーまたはエキサイプレックス上に局在してよい。熱失活のような非発光
性のメカニズムが生じてもよいが、一般的には望ましくないと考えられる。
【００２７】
　一重項状態から光（蛍光）が放出される発光分子を使用した初期のＯＬＥＤは、例えば
、特許文献５に開示されており、これはその全体が参照により本明細書に組み込まれる。
蛍光発光は、一般的に、１０ナノ秒未満の時間枠で生じる。
【００２８】
　最近は、三重項状態から光（燐光）を放出する発光材料を有するＯＬＥＤが示されてい
る。非特許文献１および非特許文献２（これらの全体が、参照により本明細書に組み込ま
れる）。燐光については、参照により本明細書に組み込まれる特許文献４第５～６段落に
さらに詳細に記載されている。
【００２９】
　図１は、有機発光デバイス１００を示す。図１は、必ずしも一定の尺度で描かれていな
い。デバイス１００は、基板１１０、陽極１１５、正孔注入層１２０、正孔輸送層１２５
、電子ブロック層１３０、発光層１３５、正孔ブロック層１４０、電子輸送層１４５、電
子注入層１５０、保護層１５５、および陰極１６０を具備してよい。陰極１６０は、第１
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の導電層および第２の導電層を有する複合陰極である。デバイス１００は、上述した層を
順に積層することにより作製されてよい。これらの種々の層の特性および機能、ならびに
例示的な材料は、参照により本明細書に組み込まれる特許文献４第６～１０段落に、さら
に詳細に記載されている。
【００３０】
　これらの層のそれぞれに対するさらなる例が利用可能である。例えば、可撓性で透明な
基板と陽極の組み合わせは、その全体が参照により本明細書に組み込まれる特許文献１に
開示されている。ｐ－ドープ正孔輸送層の例は、５０：１のモル比でＦ．ｓｕｂ．４－Ｔ
ＣＮＱをドープしたｍ－ＭＴＤＡＴＡであり、その全体が参照により本明細書に組み込ま
れる特許文献６に開示されている。発光材料およびホスト材料の例は、Ｔｈｏｍｐｓｏｎ
らの特許文献２（その全体が参照により本明細書に組み込まれる）に開示されている。ｎ
－ドープ電子輸送層は、１：１のモル比でＬｉがドープされたＢＰｈｅｎであり、その全
体が参照により本明細書に組み込まれる特許文献６に開示されている。その全体が参照に
より本明細書に組み込まれる特許文献７および特許文献３は、スパッタリングにより堆積
させた透明で導電性のＩＴＯ層上のＭｇ：Ａｇのような金属の薄層を有する複合陰極を含
む陰極の例を開示している。ブロック（ｂｌｏｃｋｉｎｇ）層の理論および使用は、その
全体が参照により本明細書に組み込まれる特許文献８および特許文献６に、より詳細に記
載されている。注入層の例は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる特許文献９
に開示されている。保護層の記述は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる特許
文献９に見られる。
【００３１】
　図２は、倒置型（ｉｎｖｅｒｔｅｄ）ＯＬＥＤ２００を示す。このデバイスは、基板２
１０、陰極２１５、発光層２２０、正孔輸送層２２５、および陽極２３０を具備する。デ
バイス２００は、上述した層を順に積層することにより作製されてよい。最も一般的なＯ
ＬＥＤの構成は、陽極の上方に配置された陰極を有するが、デバイス２００は陽極２３０
の下方に陰極２１５を有するため、デバイス２００を「倒置型」ＯＬＥＤと呼ぶことがで
きる。デバイス１００に関して記載したものと同様の材料を、デバイス２００の対応する
層に使用することができる。図２は、デバイス１００の構造からどのようにいくつかの層
を省けるかの一例を提供する。
【００３２】
　図１および図２に例示されている簡単な層構造は、非限定的な例として提供されており
、本発明の実施形態は、多様な他の構造と関連して使用できると解される。記載されてい
る特定の材料および構造は、本質的に例示であり、他の材料および構造も使用できる。設
計、性能、およびコスト要因に基づいて、実用的なＯＬＥＤは様々な様式で上述した種々
の層を組み合わせることにより達成され、あるいはいくつかの層を完全に省略することが
できる。具体的に記載した以外の層を含んでもよい。具体的に記載した以外の材料を使用
してもよい。ここで提供する例の多くは、単一の材料を含むものとして種々の層を記載し
ているが、ホストおよびドーパントのような材料の組み合わせ、またはより一般的には混
合物が使用されてもよい。また、層は、種々の副層（ｓｕｂｌａｙｅｒ）を有してもよい
。ここで種々の層に与えられている名称は、厳格に限定することを意図するものではない
。例えば、デバイス２００において、正孔輸送層２２５は、正孔を輸送し、正孔を発光層
２２０に注入するため、正孔輸送層または正孔注入層と記載され得る。１つの実施形態に
おいて、ＯＬＥＤは、陰極と陽極との間に配置される「有機層」を有すると記載されうる
。この有機層は、単一の層を含むか、または例えば図１および２に関連して記載したよう
な異なる有機材料の複数の層をさらに含んでもよい。
【００３３】
　Ｆｒｉｅｎｄらの特許文献１０（その全体が参照により本明細書に組み込まれる）に開
示されているような、ポリマー材料で構成されるＯＬＥＤ（ＰＬＥＤ）のように、具体的
に記載されていない構造および材料も使用することができる。さらなる例として、単一の
有機層を有するＯＬＥＤを使用することができる。ＯＬＥＤは、例えばＦｏｒｒｅｓｔら
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の特許文献３（その全体が参照により本明細書に組み込まれる）に記載されているように
、積み重ねられてもよい。ＯＬＥＤの構造は、図１および２に示されている簡単な層状構
造から逸脱してもよい。例えば、基板は、光取り出し（ｏｕｔ－ｃｏｕｐｌｉｎｇ）を改
善するために、Ｆｏｒｒｅｓｔらの特許文献１１（その全体が参照により本明細書に組み
込まれる）に記載されているメサ構造および／またはＢｕｌｏｖｉｃらの特許文献１２（
その全体が参照により本明細書に組み込まれる）に記載されているピット構造のような角
度のついた反射面を含んでよい。
【００３４】
　特に断らない限り、種々の実施形態の層のいずれも、いずれかの適切な方法により積層
されてよい。有機層については、好ましい方法には、熱蒸着（ｔｈｅｒｍａｌ　ｅｖａｐ
ｏｒａｔｉｏｎ）、インクジェット（例えば、特許文献１３および特許文献１４（その全
体が参照により本明細書に組み込まれる）に記載されている）、有機気相成長（ｏｒｇａ
ｎｉｃ　ｖａｐｏｒ　ｐｈａｓｅ　ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ；　ＯＶＰＤ）（例えば、Ｆｏ
ｒｒｅｓｔらの特許文献１５に記載されている）、および有機気相ジェットプリンティン
グ（ＯＶＪＰ）による堆積（例えば、その全体が参照により本明細書に援用される特許文
献１６に記載されている）が含まれる。他の適切な堆積方法には、スピンコーティングお
よびその他の溶液に基づく方法が含まれる。溶液に基づく方法は、好ましくは、窒素また
は不活性雰囲気中で行われる。その他の層については、好ましい方法には熱蒸着が含まれ
る。好ましいパターニング方法には、マスクを通しての堆積、圧接（ｃｏｌｄ　ｗｅｌｄ
ｉｎｇ）（例えば、特許文献１７および特許文献１８（その全体が参照により本明細書に
組み込まれる）に記載されている）、ならびにインクジェットおよびＯＶＪＰ等の堆積方
法のいくつかと関連させたパターニングが含まれる。その他の方法を使用してもよい。堆
積する材料は、それらが特定の堆積方法に適合するように改変されてもよい。例えば、分
岐した、または分岐していない、好ましくは少なくとも３つの炭素を含むアルキルおよび
アリール基のような置換基は、溶液加工性を高めるために小分子において使用されてよい
。２０以上の炭素を有する置換基が使用されてもよく、３～２０の炭素が好ましい範囲で
ある。非対称構造を有する材料は、対称構造を有するものよりも良好な溶液加工性を有し
得るが、これは、非対称材料がより低い再結晶化傾向を有し得るからである。デンドリマ
ー置換基は、小分子の溶液加工性を向上させるために使用されてよい。
【００３５】
　本発明の実施形態に従って作製されるデバイスは、種々の消費者製品に組み込むことが
でき、これらの製品には、フラットパネルディスプレイ、コンピュータのモニター、テレ
ビ、広告板、室内もしくは屋外の照明灯および／または信号灯、ヘッドアップディスプレ
イ、完全に透明な（ｆｕｌｌｙ　ｔｒａｎｓｐａｒｅｎｔ）ディスプレイ、フレキシブル
ディスプレイ、レーザープリンター、電話機、携帯電話、携帯情報端末（ｐｅｒｓｏｎａ
ｌ　ｄｉｇｉｔａｌ　ａｓｓｉｓｔａｎｔ；　ＰＤＡ）、ラップトップコンピュータ、デ
ジタルカメラ、カムコーダー、ビューファインダー、マイクロディスプレイ、乗り物、大
面積壁面（ｌａｒｇｅ　ａｒｅａ　ｗａｌｌ）、映画館またはスタジアムのスクリーン、
あるいは標識が含まれる。パッシブマトリックスおよびアクティブマトリックスを含め、
本発明により作製されたデバイスを制御するために種々の制御メカニズムを使用すること
ができる。デバイスの多くは、１８℃～３０℃、より好ましくは室温（２０～２５℃）な
どの、人にとって快適な温度範囲で使用されることが意図されている。
【００３６】
　ここに記載される材料および構造は、ＯＬＥＤ以外のデバイスにも用途があり得る。例
えば、有機太陽電池および有機光検出器等の他のオプトエレクトロニクスデバイスは、こ
れらの材料および構造を用い得る。より一般的には、有機トランジスタのような有機デバ
イスに、これらの材料および構造を用いることができる。
【００３７】
　ハロ、ハロゲン、アルキル、シクロアルキル、アルケニル、アルキニル、アリールキル
、ヘテロ環基、アリール、芳香族基、およびヘテロアリールという用語は、当該分野で既
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知であり、特許文献４（参照により明細書に組み込まれる）に定義されている。
【００３８】
　燐光発光分子に対する１つの用途は、フルカラーディスプレイ、好ましくはアクティブ
マトリックスＯＬＥＤ（ＡＭＯＬＥＤ）ディスプレイである。現在ＡＭＯＬＥＤディスプ
レイの寿命および電力消費を制限する要因の１つは、飽和した（ｓａｔｕｒａｔｅｄ）Ｃ
ＩＥ座標を有する商業的な青色燐光ＯＬＥＤの欠如である。
【００３９】
　図３は、１９３１年に国際照明委員会（ＣＩＥとしても一般的に知られており、フラン
ス語の名称はＣｏｍｍｉｓｓｉｏｎ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｅ　ｄｅ　ｌ’Ｅｃｌ
ａｉｒａｇｅである）により開発された１９３１ＣＩＥ色度図を示す。いずれかの色は、
この図におけるｘ座標とｙ座標により示され得る。最も厳密な意味での「飽和した（ｓａ
ｔｕｒａｔｅｄ）」色は、点スペクトルを有する色であり、青から緑を通って赤まで連続
するＵ型曲線に沿って、ＣＩＥ図に当たる。この曲線上の数値は、点スペクトルの波長を
示す。レーザーは、点スペクトルを有する光を放出する。図４は、１９３１色度図の他の
表現であり、いくつかの色の「色域」も示している。色域は、特定のディスプレイまたは
色を与える他の手段により与えられ得る一連の色である。一般的に、いずれかの与えられ
た発光デバイスは、特定のＣＩＥ座標を有する発光スペクトルを有する。２つのデバイス
からの発光は、種々の強度で組み合わされ、２つのデバイスのＣＩＥ座標の間の直線上の
どこかのＣＩＥ座標を有する色を与える。３つのデバイスからの発光は、種々の強度で組
み合わされ、ＣＩＥ座標における３つのデバイスのそれぞれの座標により定められる三角
形中のどこかのＣＩＥ座標を有する色を与える。図４におけるそれぞれの三角形の３つの
点は、ディスプレイに対する業界標準のＣＩＥ座標を表す。例えば、「ＮＴＳＣ／ＰＡＬ
／ＳＥＣＡＭ／ＨＴＤＶ色域」と表示された三角形の３つの点は、収載された基準に適合
するディスプレイのサブピクセルにおいて要求される赤、緑および青（ＲＧＢ）の色を意
味する。要求されるＲＧＢ色を発光するサブピクセルを有するピクセルは、各サブピクセ
ルからの発光強度を調節することにより、三角形内の任意の色を提供することができる。
【００４０】
　燐光ＯＬＥＤを使用しているフルカラーディスプレイは、そのようなデバイスの理論上
の高い効率、コストの優位性、およびデバイスの可撓性を含む多くの理由で望ましい。産
業上は、ディスプレイにおいて使用するのに適した高い効率および長い寿命を有する赤色
および緑色の燐光デバイスを達成しているが、青色燐光デバイス、特にＨＤＴＶおよびＮ
ＴＳＣのような業界標準により要求されるＣＩＥ座標を有する青色燐光デバイスにはまだ
問題がある。ＮＴＳＣ標準により要求されるＣＩＥ座標は、赤（０．６７，０．３３）；
緑（０．２１，０．７２）；青（０．１４，０．０８）である。業界標準により要求され
る青に近い適切な寿命および効率特性を有するデバイスはあるが、標準の青の代わりに標
準の青からはかけ離れた青のデバイスを用いて製造されたディスプレイは、表現される青
色に顕著な欠陥を有する。業界標準に要求される青色は、以下に定義するような「深い」
青色であり、効率的で超寿命の青色燐光デバイスにより発せられる色は、一般的に、以下
に定義するような「明るい」青色である。
【００４１】
　高い効率で長寿命の燐光デバイス（赤色、緑色、明るい青色の燐光デバイスを含み、さ
らに深い青色の成分を含む色の表現を可能にするデバイス）を使用したディスプレイが提
供される。これは、四分割（ｑｕａｄ）ピクセル、すなわち４つのデバイスを有するピク
セルを使用することにより達成される。３つのデバイスは、それぞれ赤、緑および明るい
青色の光を発する、高効率で長寿命の燐光デバイスである。４つ目のデバイスは、深い青
色の光を発し、他のデバイスよりも効率は低く、寿命も短くてよい。しかしながら、多く
の色は４つ目のデバイスを使用することなく与えられるため、その使用は制限されてよく
、ディスプレイ全体の寿命および効率は、４つ目のデバイスを含有することによってあま
り影響されない。
【００４２】
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　デバイスが提供される。デバイスは、第１の有機発光デバイス、第２の有機発光デバイ
ス、第３の有機発光デバイス、および第４の有機発光デバイスを有する。デバイスは、４
つのサブピクセルを有するディスプレイのピクセルであってよい。デバイスは、アクティ
ブマトリックス有機発光ディスプレイにおいて使用されることが好ましく、これは、深い
青色のＯＬＥＤの欠点が現在のところ限定要因になっているタイプのデバイスである。
【００４３】
　第１の有機発光デバイスは赤色光を発光し、第２の有機発光デバイスは緑色光を発光し
、第３の有機発光デバイスは明るい青色の光を発光し、第４の有機発光デバイスは深い青
色の光を発光する。第３のデバイスと第４のデバイスのピーク発光波長は、少なくとも４
ｎｍ異なる。ここで使用する場合、「赤色」は、６００～７００ｎｍの可視スペクトル内
にピーク波長を有することを意味し、「緑色」は、５００～６００ｎｍの可視スペクトル
内にピーク波長を有することを意味し、「明るい青色」は、４７０～５００ｎｍの可視ス
ペクトル内にピーク波長を有することを意味し、「深い青色」は、４００～４７０ｎｍの
可視スペクトル内にピーク波長を有することを意味する。好ましい範囲としては、赤色に
ついては６１０～６４０ｎｍ、緑色については５１０～５５０ｎｍの可視スペクトル内に
ピーク波長が含まれることが好ましい。
【００４４】
　波長に基づく定義に対してさらに特定を加えるために、「明るい青色」は、４７０～５
００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長を有し、同じデバイスにおける深い青色のＯＬ
ＥＤよりも少なくとも４ｎｍ大きな波長であることに加え、好ましくは、ＣＩＥｘ座標が
０．２未満であり、ＣＩＥｙ座標が０．５未満であるとさらに定義されてよく、「深い青
色」については、４００～４７０ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長を有することに加
え、ＣＩＥｙ座標が０．１５未満、好ましくは０．１未満であるとさらに定義されてよく
、これら２つの間の相違は、第３の有機発光デバイスによる発光のＣＩＥ座標と第４の有
機発光デバイスによる発光のＣＩＥ座標は十分に異なり、ＣＩＥｘ座標における違いとＣ
ＩＥｙ座標における違いの和は少なくとも０．０１であると、さらに定義されてよい。こ
こで定義する場合、ピーク波長は、明るい青色および深い青色を定義する主要な特徴であ
り、ＣＩＥ座標が好ましい。
【００４５】
　より一般的には、「明るい青色」は、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク
波長を有することを意味し、「深い青色」は、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内に
ピーク波長を有し、明るい青色のピーク波長より少なくとも４ｎｍ小さいことを意味して
よい。
【００４６】
　別の実施形態において、「明るい青色」は、ＣＩＥｙ座標が０．２５未満であり、「深
い青色」はＣＩＥｙ座標が「明るい青色」よりも少なくとも０．０２小さいことを意味し
てよい。
【００４７】
　別の実施形態において、ここで提供される明るい青色および深い青色に対する定義は、
より狭い定義に達するように組み合わされてよい。例えば、ＣＩＥの定義のいずれかは、
波長の定義のいずれかと組み合わされてよい。種々の定義がある理由は、色をいつ測定す
るかによって、波長およびＣＩＥ座標は異なる強弱を有するからである。例えば、より短
い波長は、通常、より深い青色に対応する。しかし、４７２ｎｍにピークを有する非常に
狭いスペクトルは、４７１ｎｍにピークを有するがスペクトルにおける有意な端部がより
高い波長にある他のスペクトルと比較した場合、「深い青色」であると考えられ得る。こ
のシナリオは、ＣＩＥ座標を用いて最もよく説明される。ＯＬＥＤに対して利用可能な材
料の観点から、波長に基づく定義は、ほとんどの場合においてよく適合すると期待される
。いずれかの事象において、本発明の実施形態は、２つの異なる青色のピクセルを含み、
青色における違いが測定される。
【００４８】
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　第１、第２および第３の有機発光デバイスは、それぞれ、デバイスを横切って適切な電
圧が加えられた場合に発光する燐光性有機材料を含む発光層を有する。第４の有機発光デ
バイスは、燐光性または蛍光性であってよく、デバイスを横切って適切な電圧が加えられ
た場合に発光する有機発光材料を含む発光層を有する。
【００４９】
　商業的ディスプレイにおいて使用するのに適した寿命および効率を有する「赤色」およ
び「緑色」の燐光デバイスは、周知であり、容易に達成可能であり、ディスプレイにおけ
る使用に対する種々の業界標準の赤色および緑色に十分近い光を発するデバイスが含まれ
る。そのようなデバイスの例は、非特許文献３および非特許文献４に記載されている。
【００５０】
　望ましい寿命および効率特性を有する「明るい青色」の燐光デバイスも、容易に入手可
能である。そのようなデバイスは、ディスプレイの寿命または効率に負の影響を及ぼすこ
となく、ディスプレイにおいて使用されてよい。しかしながら、明るい青色のデバイスに
頼るディスプレイは、深い青色の成分を必要とする色を正確に与えることができない。適
切な明るい青色のデバイスの例は、以下に示す構造を有する：
　ＩＴＯ（８０ｎｍ）／化合物Ｃ（３０ｎｍ）／ＮＰＤ（１０ｎｍ）／化合物Ａ：発光体
Ａ（３０ｎｍ：２０％）／化合物Ａ（５ｎｍ）／ＬＧ２０１（３０ｎｍ）／ＬｉＦ（１ｎ
ｍ）／Ａｌ（１００ｎｍ）
　ＬＧ２０１は、韓国のＬＧ　Ｃｈｅｍ　Ｌｔｄ．から入手可能である。
【００５１】
【化２】

【００５２】
　このようなデバイスは、寿命が６．３ｋｈｒｓ（一定の直流電流において、１０００ｎ
ｉｔｓの初期の輝度～初期の輝度の５０％になるまで）、１９３１ＣＩＥ座標がＣＩＥ（
０．１７６，０．３７７）、ピーク発光波長が可視スペクトルにおける４７６ｎｍである
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と測定された。
【００５３】
　「深い青色」のデバイスも容易に達成可能であるが、消費者の使用に適したディスプレ
イのために望ましい寿命および効率特性を必ずしも有している必要はない。深い青色のデ
バイスを達成するための１つの方法は、深い青色を発光する蛍光発光材料を使用すること
であるが、高効率の燐光デバイスはない。深い青色の蛍光デバイスの一例は、非特許文献
５に記載されている。非特許文献５は、ＣＩＥ座標が（０．１４０，０．１３３）であり
、ピーク波長が４６０ｎｍの深い青色の蛍光デバイスを開示している。他の方法は、明る
い青色を発する燐光発光材料を含む燐光デバイスを使用し、デバイスから放出される光の
スペクトルを、フィルターまたはマイクロキャビティ（ｍｉｃｒｏｃａｖｉｔｙ）を用い
て調節することである。フィルターまたはマイクロキャビティは、非特許文献６に記載さ
れているように深い青色のデバイスを達成するために使用され得るが、デバイスの効率低
下が附随し得る。実際に、マイクロキャビティの相違により、明るい青色と深い青色のデ
バイスを作製するために同じ発光体を使用することができる。他の方法は、特許文献１９
（その全体が参照により本明細書に組み込まれ、第７～１４頁の化合物を参照されたい）
に記載されているような、入手可能な深い青色の燐光発光材料を使用することである。し
かしながら、そのようなデバイスは、寿命の問題を有し得る。燐光発光体を用いた適切な
深い青色のデバイスの一例は、以下の構造を有する：
　ＩＴＯ（８０ｎｍ）／化合物Ｃ（３０ｎｍ）／ＮＰＤ（１０ｎｍ）／化合物Ａ：発光体
Ｂ（３０ｎｍ：９％）／化合物Ａ（５ｎｍ）／Ａｌｑ３（３０ｎｍ）／ＬｉＦ（１ｎｍ）
／Ａｌ（１００ｎｍ）
　このようなデバイスは、寿命が６００ｈｒｓ（一定の直流電流において、１０００ｎｉ
ｔｓの初期の輝度～初期の輝度の５０％になるまで）、１９３１ＣＩＥ座標がＣＩＥ（０
．１４８，０．１９１）、ピーク発光波長が４６２ｎｍであると測定された。
【００５４】
　入手可能な深い青色および明るい青色のデバイスの性能における相違は、顕著であって
よい。例えば、深い青色のデバイスは良好な効率を有し得るが、寿命は明るい青色のデバ
イスの５０％未満または２５％未満であり得る。寿命におけるそのような相違は、多くの
深い青色の燐光デバイスを説明し得る。寿命を測定するための標準的な方法は、１０００
ｎｉｔｓの初期の輝度におけるＬＴ５０、すなわち１０００ｎｉｔｓの初期の輝度を生じ
る一定電流を流した場合に、デバイスの光出力が５０％低下するのに必要な時間である。
または、深い青色のデバイスは、良好な寿命を有し得るが、効率は明るい青色のデバイス
の８０％未満または４０％未満であり得る。効率におけるこのような相違は、多くの蛍光
性の深い青色のデバイス、または例えばマイクロキャビティを使用することによって、明
るい青色の燐光発光体からの発光の色をシフトさせることにより得られる深い青色のデバ
イスを説明し得る。
【００５５】
　４つの有機発光デバイス（赤色が１つ、緑色が１つ、明るい青色が１つおよび深い青色
が１つ）を有するデバイスまたはピクセルは、ＣＩＥ色度図においてデバイスから放出さ
れる光のＣＩＥ座標により定められる形状の内部にあるいずれかの色を与えるために使用
され得る。図５は、この点を図示したものである。図５は、図３および４のＣＩＥ図を参
照して考慮されるべきであるが、説明をより明確にするために、実際のＣＩＥ図は図５に
は示されていない。図５において、点５１１は赤色デバイスのＣＩＥ座標を示し、点５１
２は緑色デバイスのＣＩＥ座標を示し、点５１３は明るい青色のデバイスのＣＩＥ座標を
示し、点５１４は深い青色のデバイスのＣＩＥ座標を示す。ピクセルは、点５１１、５１
２および５１４により定められる三角形内のいずれかの色を与えるために使用され得る。
点５１１、５１２および５１４のＣＩＥ座標が、標準的な範囲により要求されるデバイス
のＣＩＥ座標（例えば、図４における三角形の端）に対応するか、または少なくとも囲ま
れる場合、そのデバイスは、その範囲におけるいずれかの色を与えるために使用され得る
。
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【００５６】
　しかしながら、点５１３により表されるＣＩＥ座標を有する光を発する明るい青色のデ
バイスもあるため、点５１１、５１２および５１４により定められる三角形の内側にある
色の多くは、深い青色のデバイスを用いることなく与えられる。特に、点５１１、５１２
および５１３により定められる三角形の内側にあるいずれかの色は、深い青色のデバイス
を使用することなく与えられ得る。深い青色のデバイスは、点５１１、５１３および５１
４により定められる三角形の内側または点５１２、５１３および５１４により定められる
三角形の内側にある色に対してのみ必要とされる。問題となる画像の色の内容に依存して
、深い青色のデバイスが必要とされ得る。さらに、深い青色のデバイスが必要とされる色
、すなわち点５１１、５１３および５１４により定められる三角形の内側または点５１２
、５１３および５１４により定められる三角形の内側の色について、これらの色の多くに
対する青色の寄与のほとんどは明るい青色のデバイスからとすることができるため、明る
い青色のデバイスが使用される場合、必要とされる深い青色のデバイスからの寄与はずっ
と少ない。例えば、他のいずれかの点よりも点５１３にずっと近いＣＩＥ座標を有する色
について、寄与のほとんどまたは全ては、明るい青色のデバイスからであってよい。明る
い青色のデバイスがない比較可能なピクセルにおいて、寄与のほとんどまたは全ては、深
い青色のデバイスからであってよく、これは点５１３に最も近い。
【００５７】
　図５は、それぞれ赤色、緑色および深い青色のデバイスのＣＩＥ座標５１１、５１２お
よび５１４により定められる三角形の内側にあるＣＩＥ座標５１３を有する「明るい青色
」のデバイスを示すが、明るい青色のデバイスは、前記三角形の外側にあるＣＩＥ座標を
有していてもよい。例えば、明るい青色のデバイスに対するＣＩＥ座標は、座標５１２と
５１４の間の線の左側に位置してよく、それでもまだここに含まれる「明るい青色」の定
義に合致する。
【００５８】
　赤色、緑色、明るい青色および深い青色のデバイス、またはそれぞれここに記載する第
１、第２、第３および第４のデバイスを操作するための好ましい方法は、目的の色を含む
ＣＩＥ空間における最も小さな三角形を定めるデバイスのみを使用してその色を与えるこ
とである。それ故、点５１１、５１２および５１３は、ＣＩＥ空間における第１の三角形
５２１を定め；点５１１、５１３および５１４は、ＣＩＥ空間における第２の三角形５２
２を定め；点５１２、５１３および５１４は、ＣＩＥ空間における第３の三角形５２３を
定める。所望の色が第１の三角形内にあるＣＩＥ座標を有する場合、第１、第２および第
３のデバイスのみがその色を与えるために使用され、第４のデバイスは使用されない。所
望の色が第２の三角形内にあるＣＩＥ座標を有する場合、第１、第３および第４のデバイ
スのみがその色を与えるために使用され、第２のデバイスは使用されない。所望の色が第
３の三角形内にあるＣＩＥ座標を有する場合、第２、第３および第４のデバイスのみがそ
の色を与えるために使用され、第１のデバイスは使用されない。
【００５９】
　そのようなデバイスは、他の方法でも同様に操作可能である。例えば、明るい青色のデ
バイスのＣＩＥ座標を有する光は、深い青色のデバイス、赤色のデバイスおよび緑色のデ
バイスを組み合わせて使用することにより達成されてよく、そのような光は、明るい青色
のデバイスの寄与の全体または一部を置き換えるために使用され得る。しかしながら、そ
のような使用は、深い青色のデバイスの使用を最小化するという目的を達成することはで
きない。
【００６０】
　アルゴリズムは、ＲＧＢ色をＲＧＢＷ色に移すために使用され得るＲＧＢＷ（赤、緑、
青、白）との組み合わせにおいて開発されてきた。同様のアルゴリズムは、ＲＧＢ色をＲ
Ｇ　Ｂ１　Ｂ２に移すために使用され得る。そのようなアルゴリズム、およびＲＧＢＷデ
バイスは、一般的に、非特許文献７、非特許文献８、非特許文献９および非特許文献６に
開示されている。ＲＢＧＷディスプレイは優れた深い青色のデバイスを依然として必要と
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するため、ここに開示されているものとは有意に異なる。さらに、ＲＧＢＷディスプレイ
の「第４」または白色デバイスは、特定の「白色」のＣＩＥ座標を有するべきであること
を示唆している（非特許文献８の３７および非特許文献９の１３を参照されたい。）。
【００６１】
　４つの異なる有機発光デバイスを有し、それぞれが異なる色を発するデバイスは、多く
の異なる配置を有してよい。図６は、そのような配置のいくつかを図示している。図６に
おいて、Ｒは赤色発光デバイスであり、Ｇは緑色発光デバイスであり、Ｂ１は明るい青色
の発光デバイスであり、Ｂ２は深い青色の発光デバイスである。
【００６２】
　配置６１０は、四分割配置を示しており、４つの有機発光デバイスでデバイス全体を形
成し、多原色ピクセルは、２つずつの列で配置されている。配置６１０における各有機発
光デバイスのそれぞれは、同じ表面積を有する。四分割パターンにおいて、各ピクセルは
、２つのゲート線（ｇａｔｅ　ｌｉｎｅ）および２つのデータ線（ｄａｔａ　ｌｉｎｅ）
を使用してよい。
【００６３】
　配置６２０は、デバイスのいくつかが他とは異なる表面積を有する四分割配置を示す。
種々の理由により、異なる表面積を使用することが望ましい。例えば、より大きな面積を
有するデバイスは、より小さな面積を有するデバイスと比較して、同じ量の光を発するた
めにより低い電流を流せばよい。より低い電流を流すことは、デバイスの寿命を増大させ
る。それ故、相対的に大きなデバイスを使用することは、期待される寿命がより低いデバ
イスを補うための１つの方法である。
【００６４】
　配置６３０は、同じ大きさのデバイスを列で配置した場合を示し、配置６４０は、デバ
イスを列で配置し、デバイスのいくつかが異なる面積を有する場合を示す。これらの特に
図示したパターン以外のものが使用されてもよい。
【００６５】
　他の配置が使用されてもよい。例えば、４つの別々に制御可能な発光層を有する積層Ｏ
ＬＥＤまたはそれぞれが２つの別々に制御可能な発光層を有する２つの積層ＯＬＥＤが、
それぞれが異なる色の光を発する４つのサブピクセルを達成するために使用されてよい。
【００６６】
　種々のタイプのＯＬＥＤが、種々の配置を実施するために使用されてよく、透明ＯＬＥ
Ｄおよび可撓性ＯＬＥＤが含まれる。
【００６７】
　図示した種々の配置のいずれかおよび他の配置で配置された４つのサブピクセルを有す
るデバイスを有するディスプレイは、多くの通常の技術のいずれかを使用して作製および
加工されてよい。例えば、シャドーマスク、レーザー励起熱写真法（ＬＩＴＩ）、インク
ジェット印刷、有機蒸気インクジェット印刷（ＯＶＪＰ）、または他のＯＬＥＤパターン
技術が含まれる。第４のデバイスの発光層のために追加のマスキングまたはパターニング
のステップが必要とされてよく、製造時間が増加し得る。材料費は、通常のディスプレイ
よりもいくらか高くなってもよい。これらの付加的なコストは、ディスプレイ性能の改善
により相殺され得る。
【００６８】
　ここに記載する４つのサブピクセル以外に、あるいは単一のピクセルを４より多い別々
の色と組み合わせてもよい。しかしながら、製造の観点から、１つのピクセル当り４つの
サブピクセルであることが好ましい。
【００６９】
　ここに記載する種々の実施形態は、例示することのみを目的としており、本発明の範囲
を限定することを意図していないと解釈される。例えば、ここに記載する材料および構造
の多くは、本発明の意図から逸脱することなく、他の材料および構造で置き換えることが
できる。それ故、権利請求する本発明は、当業者に自明であるように、ここに記載する特
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定の実施例および好ましい実施形態からの変形を含んでよい。本発明の作用に関する種々
の理論は、限定することを意図するものではないと解釈される。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【手続補正書】
【提出日】平成28年10月26日(2016.10.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の有機発光デバイスを備える第１のサブピクセルと、
　第２の有機発光デバイスを備える第２のサブピクセルと、
　第３の有機発光デバイスを備える第３のサブピクセルと、
　第４の有機発光デバイスを備える第４のサブピクセルと、を備えるデバイスであって、
　前記第１の有機発光デバイスが、６００～７００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第１の発光材料を有する第１の発光層を備え、前記第１の発光材料が
燐光性であり、
　前記第２の有機発光デバイスが、５００～６００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第２の発光材料を有する第２の発光層を備え、前記第２の発光材料が
燐光性であり、
　前記第３の有機発光デバイスが、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有し且つＣＩＥｙ座標が０．２５未満である光を発し、第３の発光材料を有する第３の
発光層を備え、前記第３の発光材料が燐光性であり、
　前記第４の有機発光デバイスが、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第４の発光材料を有する第４の発光層を備え、前記第４の発光材料が
前記第３の発光材料と異なり、
　前記第４の発光材料が蛍光性であり、
　前記第４の有機発光デバイスによる発光の可視スペクトル内のピーク波長が、前記第３
の有機発光デバイスによる発光の可視スペクトル内のピーク波長よりも少なくとも４ｎｍ
短く、
　前記デバイスが４種類の異なるサブピクセルのみを有する、デバイス。
【請求項２】
　前記第３の有機発光デバイスが、４７０～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、
　前記第４の有機発光デバイスは、４００～４７０ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記第３の有機発光デバイスが、ＣＩＥｘ座標が０．２未満である光を発し、
　前記第４の有機発光デバイスが、ＣＩＥｙ座標が０．１５未満である光を発する、請求
項２に記載のデバイス。
【請求項４】
　前記第３の有機発光デバイスによる発光のＣＩＥ座標と前記第４の有機発光デバイスに
よる発光のＣＩＥ座標が、ＣＩＥｘ座標における差異とＣＩＥｙ座標における差異の和が
０．０１よりも大きくなるように十分異なる、請求項３に記載のデバイス。
【請求項５】
　前記第１の有機発光デバイス、前記第２の有機発光デバイス、前記第３の有機発光デバ
イス及び第４の有機発光デバイスのそれぞれが、同一の表面積を有する、請求項２に記載
のデバイス。
【請求項６】
　前記第１の有機発光デバイス、前記第２の有機発光デバイス、前記第３の有機発光デバ
イス及び第４の有機発光デバイスのうち少なくとも一つが、それ以外の前記第１の有機発
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光デバイス、前記第２の有機発光デバイス、前記第３の有機発光デバイス及び前記第４の
有機発光デバイスとは異なる表面積を有する、請求項２に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記デバイスがフルカラーディスプレイの一部である、請求項２に記載のデバイス。
【請求項８】
　前記第１の有機発光デバイス、前記第２の有機発光デバイス、前記第３の有機発光デバ
イス及び前記第４の有機発光デバイスが、四分割パターンで配置されている、請求項２に
記載のデバイス。
【請求項９】
　前記第１の有機発光デバイス、前記第２の有機発光デバイス、前記第３の有機発光デバ
イス及び前記第４の有機発光デバイスが、列で配置されている、請求項２に記載のデバイ
ス。
【請求項１０】
　前記デバイスが消費者製品である、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１１】
　第１の有機発光デバイスを備える第１のサブピクセルと、
　第２の有機発光デバイスを備える第２のサブピクセルと、
　第３の有機発光デバイスを備える第３のサブピクセルと、
　第４の有機発光デバイスを備える第１のサブピクセルと、を備えるデバイスであって、
　前記第１の有機発光デバイスが、６００～７００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第１の発光材料を有する第１の発光層を備え、前記第１の発光材料が
燐光性であり、
　前記第２の有機発光デバイスが、５００～６００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第２の発光材料を有する第２の発光層を備え、前記第２の発光材料が
燐光性であり、
　前記第３の有機発光デバイスが、０．２５未満のＣＩＥｙ座標を有する光を発し、第３
の発光材料を有する第３の発光層を備え、前記第３の発光材料が燐光性であり、
　前記第４の有機発光デバイスが、前記第３の有機発光デバイスによる発光よりも少なく
とも０．０２小さいＣＩＥｙ座標を有する光を発し、第４の発光材料を有する第４の発光
層を備え、前記第４の発光材料が前記第３の発光材料と異なり、
　前記第４の発光材料が蛍光性であり、
　前記デバイスが４種類の異なるサブピクセルのみを有する、デバイス。
【請求項１２】
　第１のサブピクセル、第２のサブピクセル、第３のサブピクセル及び第４のサブピクセ
ルを備えるデバイスを、該デバイスが所望のＣＩＥ座標を有する光を発するように操作す
る方法であって、
　前記第１のサブピクセルが第１の有機発光デバイスを備え、前記第１の有機発光デバイ
スが、６００～７００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長を有する光を発し、第１の発
光材料を有する第１の発光層を備え、前記第１の発光材料が燐光性であり、
　前記第２のサブピクセルが第２の有機発光デバイスを備え、前記第２の有機発光デバイ
スが、５００～６００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長を有する光を発し、第２の発
光材料を有する第２の発光層を備え、前記第２の発光材料が燐光性であり、
　前記第３のサブピクセルが第３の有機発光デバイスを備え、前記第３の有機発光デバイ
スが、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長を有し且つＣＩＥｙ座標が０
．２５未満である光を発し、第３の発光材料を有する第３の発光層を備え、前記第３の発
光材料が燐光性であり、
　前記第４のサブピクセルが第４の有機発光デバイスを備え、前記第４の有機発光デバイ
スが、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長を有する光を発し、第４の発
光材料を有する第４の発光層を備え、前記第４の発光材料が前記第３の発光材料と異なり
、
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　前記デバイスが４種類の異なるサブピクセルのみを有し、
　前記第４の発光材料が蛍光性であり、
　前記第４の有機発光デバイスによる発光の可視スペクトル内のピーク波長が、前記第３
の有機発光デバイスによる発光の可視スペクトル内のピーク波長よりも少なくとも４ｎｍ
短く、
　前記第１の有機発光デバイス、前記第２の有機発光デバイス及び前記第３の有機発光デ
バイスによる発光のＣＩＥ座標が、ＣＩＥ空間内に第１の三角形を定め、
　前記第１の有機発光デバイス、前記第３の有機発光デバイス及び前記第４の有機発光デ
バイスによる発光のＣＩＥ座標が、ＣＩＥ空間内に第２の三角形を定め、
　前記第２の有機発光デバイス、第３の有機発光デバイス及び前記第４の有機発光デバイ
スによる発光のＣＩＥ座標が、ＣＩＥ空間内に第３の三角形を定め、
　前記方法が、
　前記所望のＣＩＥ座標が前記第１の三角形内にある場合に、前記第１の有機発光デバイ
ス、前記第２の有機発光デバイス及び前記第３の有機発光デバイスから発光させ、前記第
４の有機発光デバイスからは発光させないことにより、前記所望のＣＩＥ座標を有する光
の発光を達成すること、
　前記所望のＣＩＥ座標が前記第２の三角形内にある場合に、前記第１の有機発光デバイ
ス、前記第３の有機発光デバイス及び前記第４の有機発光デバイスから発光させ、前記第
２の有機発光デバイスからは発光させないことにより、前記所望のＣＩＥ座標を有する光
の発光を達成すること、
　前記所望のＣＩＥ座標が前記第３の三角形内にある場合に、前記第２の有機発光デバイ
ス、前記第３の有機発光デバイス及び前記第４の有機発光デバイスから発光させ、前記第
１の有機発光デバイスからは発光させないことにより、前記所望のＣＩＥ座標を有する光
の発光を達成することを含む、方法。
【請求項１３】
　前記第３の有機発光デバイスが、４７０～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、
　前記第４の有機発光デバイスが、４００～４７０ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発する、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　第１の有機発光デバイスを備える第１のサブピクセルと、
　第２の有機発光デバイスを備える第２のサブピクセルと、
　第３の有機発光デバイスを備える第３のサブピクセルと、
　第４の有機発光デバイスを備える第４のサブピクセルと、を備えるデバイスであって、
　前記第１の有機発光デバイスが、６００～７００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第１の発光材料を有する第１の発光層を備え、前記第１の発光材料が
燐光性であり、
　前記第２の有機発光デバイスが、５００～６００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第２の発光材料を有する第２の発光層を備え、前記第２の発光材料が
燐光性であり、
　前記第３の有機発光デバイスが、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第３の発光材料を有する第３の発光層を備え、前記第３の発光材料が
燐光性であり、
　前記第４の有機発光デバイスが、４００～５００ｎｍの可視スペクトル内にピーク波長
を有する光を発し、第４の発光材料を有する第４の発光層を備え、
　前記第４の発光材料が燐光性であり、
　前記第４の有機発光デバイスによる発光の可視スペクトル内のピーク波長が、前記第３
の有機発光デバイスによる発光の可視スペクトル内のピーク波長よりも少なくとも４ｎｍ
短く、
　前記デバイスが４種類の異なるサブピクセルのみを有する、デバイス。
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